
 
 
 
 
         期間 平成３０年２月１６日(金)から平成３０年３月１５日(木)まで 

                     （※土・日曜日は受け付けておりません） 

       時間 午前９時００分から午後５時００分まで 

       場所 留寿都村役場２階 第１会議室 

 

 

 

 

  申告が必要な方 
 平成３０年１月１日に留寿都村に住民登録のある方は、原則、留寿都村への申告が必要です。 

 ただし、申告が不要な場合や、必要な申告の種類が異なる場合がありますので、裏面のフローチ

ャートを参考にして、ご自身の申告が必要かどうかご確認ください。 

申告に関して不明な点があれば、留寿都村役場税務課（電話 0136-46-3131）までお問い合わせく

ださい。 

 相談・申告に必要なもの 
 ○収入に関する書類 

  給与及び公的年金等の源泉徴収票、配当・報酬等の支払調書、事業所得や不動産所得の収支 

  計算書など 

 ○控除に関する書類 

  医療費支払額の内訳書、健康保険料（税）・年金保険料等の領収書、生命保険料・地震保険料

の払込証明書 

  （医療費控除については制度が一部改正されました。詳しくはお問い合わせください。） 

 ○印鑑（スタンプ式は不可） 

 ○預金通帳やキャッシュカード（還付が発生する方、振替納税を申し込む方） 

 ◯本人確認書類 

  マイナンバーカード（マイナンバーカードをお持ちでない場合は、通知カードと運転免許証 

  など、番号確認と身元確認ができるもの） 
 

 所得税等の確定申告書には、 

      ①マイナンバー（１２桁）の記載       ②本人確認書類の提示又は写しの添付 

 

                        ＋ 
 

 

                                            が必要です。 

   【本人確認書類の例】 ◯マイナンバーカードをお持ちの方 

               →マイナンバーカードの両面（番号確認＋身元確認） 

              ◯マイナンバーカードをお持ちでない方 

                →通知カード（番号確認）＋運転免許証、公的医療保険の被保険者証など（身元確認） 

 

 税の申告は昨年の収入（所得）などを申告するものですが、所得税や村・道民税だけでなくその他各種行政サービ

スに影響を及ぼす場合もありますので、忘れずに申告をお済ませください。                 

                             （平成30年２月５日発：留寿都村役場税務課税務係） 

「所得税確定申告」「村・道民税申告」の相談・申告を受け付けます 

回 覧 

 申告会場では、申告に必要な書類を確認した後に申告書の作成をお手伝いします。 
事業や不動産の収入・経費、医療費控除の対象となる病院等の医療費支払額は、内容別にあらかじ
め計算をした上で申告にお越しくださいますようお願いいたします。 
 計算をされずにお越しいただいた場合は、受付をお待ちいただく場合があります。 

 申告書にはマイナンバー（個人番号）を記

載する欄を設けており、申告者ご本人や控

除対象配偶者、扶養親族及び事業専従者な

どのマイナンバーの記載が必要です。 

 マイナンバーを記載した申告書を提出す

る際には、申告者ご本人の本人確認書類の

提示又は写しの添付が必要です。 
 ※ 控除対象配偶者、扶養親族及び事業専従者などの本人 

  確認書類は不要です。 



〈平成３０年１月１日に留寿都村に住民登録のある方〉
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主に年金収入

事業（農業、営

業）所得、不動産

所得、年金以外

の雑所得などが

ある

収入なし
（遺族年金・障害年

金や生活扶助などは

「非課税所得」なので、

収入減がこれらのみ

の方は「収入なし」に

該当します。）

主に給与収入

○留寿都村内に住所を有する家族の扶養になっている方（加入している健康保険が国民健康保険・後期高齢者医療保険

の場合を除く）

○国民健康保険・後期高齢者医療保険に加入している方

○障害基礎年金の受給者、国民年金保険料の申請免除を受ける方

○介護サービス利用者で介護保険負担限度額の申請をされる方

○その他所得の申告が必要な行政サービスを利用している方

○所得が０円である証明書、非課税証明書が必要な方

○勤務先で年末調整がされており、勤務先から留寿都村へ給与支払報告書が提出されている方（提出状況は勤務先へ

ご確認ください）

○転職後、前職の所得等を含んで年末調整がされている方

○年末調整はされているが、勤務先から留寿都村へ給与支払報告書の提出がされていない方

○給与収入が２，０００万円以下で、かつ、給与所得以外の所得が２０万円以下の方

○２か所以上から給与を受け、年末調整が済んでいる給与以外の給与収入が２０万円を超える方

○退職などで年末調整をしていない方 ○医療費控除を受けたい方

○給与所得以外の所得が２０万円を超える方 ○年末調整の内容に変更がある方

○公的年金収入が４００万円を超える方

○公的年金収入以外の所得が２０万円を超える方

○各種控除を追加し、源泉徴収されている所得税の還付を受けたい方

○源泉徴収の対象とならない公的年金等（外国で支払われる年金）を受給している方

○公的年金収入が４００万円以下で、他の所得が２０万円以下の方

○所得税の還付はないが、各種控除を追加・変更したい方

※ただし、源泉徴収の対象とならない公的年金等（外国で支払われる年金）を受給している方は⑤へ

○収入が公的年金収入のみで、日本年金機構に提出した「扶養親族申告書（はがき）」の内容に変更のない方

○公的年金収入が４００万円以下で、所得税が源泉徴収されていない方

※ただし、源泉徴収の対象とならない公的年金等（外国で支払われる年金）を受給している方は⑤へ

○所得金額（収入－必要経費）より各種控除額が少ない方

○源泉徴収税額がある方 ○昨年度、青色申告や損失の繰越をしている方 〇予定納税をしている方

○所得金額より控除額が多い方

①申告は原則不要です。

村・道民税申告や所得税の確定申告は必要ありません。ただし、

国民健康保険に加入している方は国保税申告が必要です。

②村・道民税の申告が必要です。

所得がなくても、所得の申告が必要な行政サービスを利用して

いるなどの理由で所得が０円であることを確認する証明書の発

行が必要な場合は、村・道民税の申告を行ってください。

平成３０年１月１日現在、留寿都村に住民登録していれば、村・

道民税申告を留寿都村役場に提出してください。

③村・道民税の申告が必要な場合があります。

「公的年金等の収入額が４００万円以下で、年金以外の所得が

２０万円以下の場合」「給与収入が２，０００万円以下で給与所

得以外の所得が２０万円以下」の場合、所得税の確定申告は不

要ですが、村・道民税の申告をしないと村・道民税額の計算上

不利になる場合があります。

平成３０年１月１日現在、留寿都村に住民登録していれば、村・

道民税申告を留寿都村役場に提出してください。

④所得税の確定申告が必要な場合があります。

所得金額より控除額が多い場合は、計算上、所得税額が０円に

なるので、所得税の確定申告は原則不要です。

ただし、今回の申告で発生した損失額を翌年以降に繰り越した

り（「損失の繰越」といいます）、他の所得と損益通算する場合は、

損失申告を含めた所得税の確定申告が必要になります。必要

な書類、印鑑、金融機関の口座番号がわかるものを持参の上、

倶知安税務署で確定申告の手続を行ってください。

また、留寿都村役場でも申告書の作成をお手伝いいたします

（青色申告については受付のみ行います）。

⑤所得税の確定申告が必要です。

必要な書類、印鑑、金融機関の口座番号がわかるものを持参の

上、倶知安税務署で確定申告の手続を行ってください。

また、留寿都村役場でも申告書の作成をお手伝いいたします

（青色申告については受付のみ行います）。

事業所得、不動産所得のある方は収支内訳書の作成、医療費

控除のある方は医療機関等への支払額の整理、内訳書の作成

等、事前準備を済ませてから申告にお越しいただくようお願いい

たします。


